











調査時期 対象都市 1 対象都市 2 対象都市 3
2013年 8-9月 ポツダム マクデブルク
2014年 3月 ヴィースバーデン ミュンヘン （マインツ）
同年 8-9月 ハンブルク キール
2015年 3月 デュッセルドルフ * エアフルト *＋ゴータ * ベルリン /行政区 *
同年 8-9月 ハノーファー ドレスデン
2016年 3月 シュツットガルト ザールブリュッケン



















































































































（3） Erlenkämpe/ Rhein（2011）§57 VwVG NRW Rdnr. 15, Oberverwaltungsgericht NRW, 



























頁及び 191頁，同（2014b）46-47頁及び 55-56頁，同（2015）225-226頁及び 232-233
頁参照。











































































































（Fachhochschule für öffentliche Verwaltung NRW）
本大学は，州内 7カ所に校舎を有しているが，本部はゲルゼンキルヒェン市





































るModul 5.1.1は，45分の講義が 24コマ及び同じ時間の自習 19コマによる 43
コマで構成されている。このほかに，5.1.2の警察・秩序法（合計 62コマ），5.1.3




















































































2011年 2012年 2013年 2014年
強制金の戒告がなされた件数 180件 172件 115件 104件
強制金の賦課決定がなされた件数 23件 15件 11件 21件
強制金の賦課決定の後，強制金の支払又は
強制徴収の前に義務履行がなされた件数 9件 5件 6件 8件































2011年 2012年 2013年 2014年
代執行の戒告がなされた件数 2件 10件 2件 1件

















































エ市建築監督課の執行に係る過料の 2011～ 2014年の適用実績は，次表 3の
とおりである。
表 3　エ市建築監督課の過料等の適用実績
2011年 2012年 2013年 2014年
警告金（Verwarnungsgeld）の適用件数 19件 12件 11件 29件



































































































































































































































































































（Fachhochschule für öffentliche Verwaltung, Freistaat Thüringen）
本大学は，ゴータ市及びマイニンゲン市に校舎を有しているが，本部はゴー






















主要な法律科目の授業は，最大 30人以内，平均的には 20～ 25人の規模で行









































年間（休暇を除き 21ヵ月）にわたり，総計約 2,200コマ（1コマ＝ 45分）の多
様な科目を受講することとなる。
－ 282－








































































強制金の上限額は，2014年 11月 25日の法改正により，従前の 2,000ドイツマ
ルク（約 1,000ユーロ）から，25,000ユーロに大幅に増額改定されている。


















































































（20） Hessischer Verwaltungsgerichtshof, Beschluss vom 17.5.1984, Baurechtssammlung 42 
Nr.228




























Erlenkämper, Friedel/ Rhein, Kay-Uwe（2011）Verwaltungsvollstreckungsgesetz und 
Verwaltungszustellungsgesetz Nordrhein-Westfalen, Kommentar für die Praxis, 4. Auflage, 
Deutscher Gemeindeverlag.
Gädtke, Horst/ Czepuck, Knut/ Johlen, Markus/ Plietz, Andreas/ Wenzel, Gerhard/ Pollner, Andreas, 
12. Auflage（2011）BauO NRW Kommentar, Werner Verlag.
Hofman, Harald/ Gerke, Jūrgen（2010）Allgemeines Verwaltungsrecht: mit Bescheid technik, 
Verwaltungsvollstreckung und Rechtsschutz, 10. Auflage, Verlag Kohlhammer.
Meißner, Jens（2004）Thüringer Bauordnung Kommentar, 3. Auflage, Deutscher Gemeindeverlag.
Rasch, Ernst（1989）Die Versiegelung－ ein Instrument der Bauaufsicht, Baurecht 1989, S.1-4.
Rosenkötter, Günter/ Louis, Jūrgen（2011）Das Recht der Ordnungswidrigkeiten: Lehrbuch mit 
Fallbeispielen und Mustern, 7. Auflage, Boorberg Verlag.
Wilke, Dieter/ Dageförde, Hans-Jürgen/ Knuth, Andreas/ Meyer, Thomas/ Broy-Bülow, Cornelia
（2 0 0 8）B a u o rd n u n g  f ü r  B e r l i n ,  K o m m e n t a r  m i t  R e c h t s v e ro rd n u n g e n  u n d 






































































































































































(1)　建築施設並びに第 1条第 1項第 2段に規定する施設及び設備の建設，改修、





































































定により第 46条第 1項第 2段の期限までに全く又は不十分にしか履行され
ないときは，強制金を決定するものとする。強制金の支払債務は，同決定








ものとする。この場合においては，民事訴訟法第 802g条第 2項，第 802h










































　 3．第 17条第 1項の規定に違反して，CEマーク又は Üマークが表示され
ていない建築用製品が使用されているとき










































　 a )   代執行（第 10条）
　 b )   強制金（第 11条）














































































　 3．第 17条第 1項の規定に違反し，CEマーク又は Üマークが表示されて
いない建築用製品が使用されているとき



















































得なければならない（ノ・ヴェ州建築法 63条 1項及び 1条 1項 2段）。しかし
ながら，本件においては，建築法上の許可申請もなされておらず，許可もなさ
れていない。それゆえ，当該屋外広告物は形式的に違法である。この事実関係
については，当方は貴殿に対し 2013年 6月 11日付けの文書により聴聞を行っ


























































セルドルフ又は郵便私書箱 200860, 40105 デュッセルドルフ）に書面で，又は裁



















































































































































































































1953年 4月 27日公布の行政執行法（BGBl. I S. 157/ GVBl. S. 361）：最新改正
2009年 7月 29日公布の法律第 4条（BGBl. S. 2258）
1992年 6月 20日新公布の行政裁判所法施行法（GVBl. S. 162）：最新改正
2007年 12月 20日公布の法律第 2条
【事後的事実関係に関する追記：追加照会に対する回答】
本件の義務者は，最終的に本件改修命令には従わなかったため，代執行が実
施された。代執行費用については，所管する会計局によって，義務者の資産の
差押えがなされたが，その額は，某業者によって費用見積額として提示された
4,500ユーロとされた。この額は，前掲の概算費用見積額（通常，2～ 3の業者
から見積徴取）と大きく乖離しているが，建築・住宅監督班長はこのような乖
離が生じるのは例外的であるとしている。当該作業の実施は，行政庁により当
該業者に委託された。代執行費用の決算額は，約 4,072ユーロとなり，この額で
行政行為としての支払命令がなされた。これにより生じた差額は，義務者に還
付された。
